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I 

かつてのパキスタン経済が最も著しい成長をなしとげ

たのは， 60年代前半をi'iめる第2次5カ年計画郊であっ

た。アユーブ政権の手ヤ行なわれた成長政議こi土，莫大な

外国援助に依存した急速な工業化政策であり，この時期

バキスタンの工業生産は，年率13う右を越す拡大干与生産を

キ

め65年におけJちカ：，＞ミ一ノレ紛守子の｝）J発止それ；こ絞く援i

資金流入の停」kは，このような成長政策に大きな転機を

もたらしたばかりでなく，成長の過程で生じた階層間お

よび地域i昔jの所得格差キ，浮き彫りにLは仁めた。有力

民間資本の強大化，富の偏有一，経済力の集＇ i＇傾向： ζ対す

る批判は， 60年代後半を占める第3次計画期にいたって

一挙に表面化L，ついにアユーブ政権失脚を招いたばか

りでなく， 1971年のペユグラデシュ独立への一つの契機
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本番は，このようなパキスタンにおける経済力集中に

焦点を合わせ，その実態と特質を論じたもので，との分

野の資料としては評者の知るがぎり，最も詳細かっ分析

的である。

著者ホワイトが，ハーバードの経済開発顧問団のエコ

ノミストとしてパキスタンを訪れたのは， 1969午のこと

で，アユーブ政権を継いだヤヒア政権の時期であった。

彼は，すでに経済問題をしてよりも，社会的・政治的問

題となっていた寓の偏在と所得格差をめぐる議論に興味

をびかれ，関係資料の収集と関係者との面接調査を積み

重ねた。帰陸後彼は， 7＇リシストン大学で教鞭をとるか

たわら執筆にとりかかり，その草稿は早くも72年9月に

完成し，その一部はまず「バキスタンの財閥」として雑

諸に発表された。

：書 評

著者の方法論は，獲業組織論的接近によっており，実

証分析を通じてメキスタン産業の集中の実態，参入障壁

の特質，閥系資＊グ，，ープの支配度，支配力の形成過程，

経済力集中に関する政府町村応、などを扱っている。

本書の構成は，本文である八つの殺と，一つの補遺お

よび巻末の文献リストからなっている。まず第1箪「序

文」において著rH，このテーマを取り上げるにヤたっ

た背景を略述し，ついで第2章「一般的問題」において

経済力集中に関ナる諸問題，とくに用語の規定，および

利滑・所得分配・成長に対する効果について概説する。

第九章以降は具体的にベキスタンの事例に言及し，まず

「パキスタンの背祭」においてこの国の経済発出の経過を

要約し，ついで第4箪「産業支配力の集中Jにおいて，

k位企業の集中皮および主要資本の支配皮を，作成され

た多くの表によって説明する。この表の作成作業怯，続

く第5望者「業種別集中」にも引きつがれ亡おり，本書で

も最も興味ある部分となっている。

第6章「集中の起涼」 t士，上記の統計作業にもとづく

分析から一転し，経済力の集中を形成するにいたったメ

キスタン経済の特質，とくに参入障壁となる政策措置を

批判的に取り上げる。第7章「集中の効果」では，この

ようた荒業集中の結果，価格操｛乍や貿易政策lこ対する影

響力を通じて，独占干lj潤方Zいかに確W，されてきたか清和

摘され，また政怜行政に与える影響力についても租税信！）

度を例に説明が行なわれている。そして最後の章である

第8章「政策とその他の諸閣題」において，メキスタン

の独r'i禁止政策を取り上ff.，支え現政権になって実施さ

れた主要産業の国家管理化の動きにふれながち，将来へ

の展望を述べている。

直

一艇に経済力集中の実態把慢にt士，さまざまな基準が

立てられうる。生産の集中度や雇用の集中度を測る方法

ば，；最もポピュラーである。あるいは価格の硬直性，需

要の弾カ性比較，そして資本利潤率などを基準とするも

のもある。どと人で著者の立場lま，支阻の尺度と Lて主

要企業の資産額を基準と Lてヤる。著者によれば，雇用

集中度は当該企業の支自己カを正確に反映せず，また生産

集中庭i土メキスタンの場合，個々の企業の付加価値額の

手、ー守ポだいため，不可能である。

しかし，資産額を基準tとする場合にも問題lまある。ま

ず減価償却とくに特別加速減価償却の影響があると，資

産の集中は過小詩価におちいりポちとなる。また資産の
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評価についても，取得原価？とよる務合や現行価格での再

繭逮価格による場合などがある。結局著行は，待価にも

どづいた企業の総資産額を基準と Lて採用している。竺

の総資産額Iこは負債も含まれており，著訴は，これによ

って出浅企業のトークルとしての影響力・支限りを， ｝； 

りよく表現しうると述べている。

ところでノミキスタンにおける集中の間WH主， 般に‘

14家族あるいは22家族といわれる閥族企業の支自己体制の

P1J題と Lて取り上lfふれてポた。しかし本きでは対象を

ひろげ，明らかに同系資本とみなされる企業グループ。を

たんねんにりスト・アップすることにより，総数］3の1,,] 

族企業を取り扱っている。もっともこの点については，

主わめて弱少の資本グノレーソ。も含まれて、るとし、う意味

？，グループ教は限定した方がよかったのではないかと

考えられる。主た，これら4：，グループeの芯資産グ〕80%)'},

I：はカヲチ証券取引所上場令業のそれに作まれており、

本書でもカヅチ取引所の統μ十資料が基礎IJ<Jt:，データとts..

っている。しかし－－miで， ！：場されてk、ナj工業企業の仔

資産は，バキスタン国内の全製造糸の総長産の半ば弱と

推定されており，この意味で，上場企業のデーゲの扱い

にも一定の留意が必要となろう。

N 

本音が明らがにしたパキスタンにおける集仁jI の実態

は， Iーに第4ポお工ぴ第5章に集約されているつそれに

よれば，上場企業のうち銀行，保険を除く非金融書~P守 ft

業 197社につL、てみ；：，と，その資産総額の;i3%を既述、，1)

43グノレーブ。が占めており，とくに上｛inoグhノレ一ブ《で36%’
lik上f、！仁4グ／レ」一ブ

197企業のうち，若干の政府系および外資系企業を除

いた同内民間企業のみについてみると，以上位，iグルー

プが資産総額のお%，同10ク勺レーブ。が49%，そして43グ

yレーフ。全体で74%を占めている。芝ゐti'I主計ミq，の度合いを，

1962年と68年の2時点について比較し，その聞に43クツレ

ープの比重の変化のみられなU、，，：，~仁注目 L ，これら主妥

グループがパキスタン経済の拡大発展とともに成長して

きてし、るこどを指摘寸る。とくに集中の立合は‘対象を

非金融部門企業一般からさらに製造業企業へと限定する

どき， 一層i高まり， I記の比率はそれぞれ30%,50%, 

そして77%をたるごととが示されている。

パキスタンにお付るかかる集中の数自立が，国際的にみ

てどのように依霞イけられるか，ホワイトは多くの留保

条件をつけながらも，一つの国際比較を試みている。
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ところで集中の問題は，統計的に表現されうる面にお

いてのみ、でたく，人的なつながり，制度・政策との関係

など，分析すJξき他の側面を持っている。本書でも，役

員派遣を通じるグループ問の結合の実態が扱われていー

が，これらの人的結介は民間企業問だけでなく‘公企ヂ

や政府機関の主要ポストについても行なわれ，かくしi

i要民間資本王政府の中枢 Eのi自持的なつながりが，昨〈

街化し’つつある。

さt，；二問題己なる lノ）は， ir~，化it －方ご、意rr十gイトー業山

参入にさまざまな障壁を形成してゆく。著者はパキスタ

：における特法条件として可稀少九、外貨の＇ M当てをめ；

る輸入許可証の発給が，既存の財閥グノレ一フ。に偏向し，

二の，＇i!,

て，パキスタンの輸出入機構につき詳細な分析を行なっ

ごいる： このlid題虻－－，いては，これまでにも多くの論文

が発炎されているが，ホワイトがとれを資源の稀少性に

よる参入障広のーコのタイプと Lて取り扱ってL、る，，：.，－，

,'., l中nされろ。

V 

ァューブ政権崩嬢の翌年の1970年に公布された独占禁

止法』こは，カ Yレテルヤ円ラて卜のよ札叫強化，株式の公開，

所有の分散，法人税制の改正など，多くの規制条項が~

：）込司、JLたoL かし ii',~＇人許ぃ」 H,lj をいじめと J るその他山、

制度匝iでの既存の体jjjljが温存され，有効な｛動きをなしえ

なかぐ，＼ニ。東ノ、キス vンの1,11立後、政権についたプット

ー現政権は強権を発動し，主要産業の国営化，ルピ一平

悩の切日下H，輸出司、ーナ王制度の廃止などを合むさ支

ずまfパf済改市を，矢つぎばゃに行なったの改革の過程

で，主要民間資本の生産施設の接収，行動の規制ポ強化

され，その反動として湿端な民間投資の沈滞が起さった。

これら一連の政策変更の狙いは，経済力集中のもたら

したぷの偏｛flこ対す也一般大衆のtlt判にこたえたものご

あるが，その結果が今後のバキスタン経済とくに工業生

産力tこ，どの上うiこ影響を与えるか予断を許さないもの

がある。著者ホワイトは結びの部分で，集中の排除や規

制を通じて参入障監が取り除かれ．より競争的な環境が

生まれることによってパキスタン経済の活力が生かされ

るであろうど述べている。しかし三の見通しが実現する

ためには，集中の排除や規制］をいかに有効に実施してゆ

くかど 1ィラ，困難な政策課題の解決が前提にあるつ

（調査研究部 山中一郎〉
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